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要   旨 

 

1.  報告書の名称 

   気象学の研究・教育の状況と展望  ̶２１世紀への新たな貢献に向けて－ 

 

2.  報告書の内容 

（１）作成の背景  

気象学は、現在では、地球惑星科学および環境科学等に関する極めて広い内容を

包含する研究分野になっている。また、天気予報技術が大規模観測網と超大型計算

機の登場で成功を収めたことから、気候予測技術の開発への関心が高まり、より幅広

い関係分野との密な交流が必要になっている。このような気象学の動きと重なり、種々

の地球環境問題が社会の大きな関心事になり、地球環境変動に対する科学的理解の

基礎を固める必要が急務になっている。 

気象学の研究や教育の現状をみると、個々の研究者や教育者の対応には現実的

で適切な対応がみられるものの、必ずしも気象学全体の展望という点では取り組みが

十分でない面もみられる。こうした点を気象学とその関連分野において見直す必要が

ある。 

（２）現状と問題点 

これからの気象学にとっては、地球温暖化や気象災害という社会的に重要な緊急

課題に応えることが特に重要である。そうした課題の科学的基盤の構築には気象学が

リーダーとしての役割を果たさなければならない。 

また、応用研究と並んで、気象や気候の基礎研究の継続と深化を着実に推進す

るとともに、学生の基礎学力不足や就職問題など、問題が表面化しはじめてお

り改善が必要であることから、気象学の専門教育の強化が不可欠である。 

（３）改善策、提言等の内容 

以上の検討結果に基づき、本報告書では、気象学の研究と教育に関して、次のよう

な提言を行っている。 

１）地球温暖化を予測するための継続的基幹研究拠点の設置 

２）集中豪雨の予報精度を上げる研究の強化 

３）国境を超えた大気汚染物質の長距離輸送・拡散の研究 

４）局地気象や都市のヒートアイランド現象の研究 

５）地球環境の地上観測網と人工衛星観測の連携と拡充 

６）大気観測の専用航空機の確保 

７）気象学と関連分野の基盤を深化させる研究の充実 

８）研究後継者の育成を強化するための専門教育 

これらに対しては、個々の立場と同時に、全国的な規模での協力的、且つ、統括的な取り

組みが必要である。 
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はじめに 

 

２１世紀に入って世界的に大きな状況変化が進む中、我が国における気象学とその

関連分野に関わる研究・教育を取り巻く環境も大きく変貌しつつある。 

気象学は、現在では、地球惑星科学および環境科学等に関する極めて広い内容を

包含する研究分野になっている。また、天気予報技術が大規模観測網と超大型計算

機の登場で成功を収めたことから、気候予測技術の開発への関心が高まり、より幅広

い関係分野との密な交流が必要になっている。このような気象学の動きと重なり、種々

の地球環境問題が社会の大きな関心事になり、地球環境変動に対する科学的理解の

基礎を確かなものにする必要が急務になっている。気象学の研究や教育の現状をみ

ると、個々の研究者や教育者の対応には現実的で適切な対応がみられるものの、必

ずしも気象学全体の展望という点では取り組みが十分でない面もみられる。 

 これからの気象学にとって、地球温暖化や気象災害という社会的に重要な緊

急課題に応えることが重要である。そうした課題の科学的基盤の構築には気象

学がリーダーとしての役割を果たさなければならない。 
また、応用研究と並んで、気象や気候の基礎研究の継続と深化を着実に推進

するとともに、学生の基礎学力不足や就職問題など、問題が表面化しはじめて

おり改善が必要であることから、気象学の専門教育の強化が不可欠である。 
このような時期に第18期日本学術会議気象学研究連絡委員会では、気象学の研究と教育

の現状に関する諸問題を検討し、気象学のコミュニティーとして目指すべき取り組みの方向

性を示す必要があると考え、研究や教育上の問題点、さらに現状に対する要望などを把握

する目的でシンポジウムを開催し、また気象分野ではかつてなかったアンケートも実施した。 

なお、上記シンポジウムは、第１７期気象学研究連絡委員会がシリーズ・シンポジウム「気

象学に拓かれゆく世界」（第4回）において、テーマ「揺れ動く21世紀の大学・研究所の将来

像」として取り上げ、主として日本気象学会員を対象にし、春季大会（2000年5月23日）に合わ

せて行った。 そして、それを受ける形で2年後に、第18期気象学研究連絡委員会ががやは

り日本気象学会春季大会（2002年5月22日）に合わせてシンポジウム「21世紀の大学・研究所

の将来像」と題して実施した。後者については、同学会の機関紙に詳しい報告がある（参考

文献１）。 

また、アンケートについては、全国の大学、研究所、省庁などで気象・気候に関する研究・

教育に携わっている人達および関係院生などを対象に、「研究と教育に関する現状と希望」

を把握するため、第18期気象学研究連絡委員会が2002年3月に実施したものである。その

集計結果については学会の機関誌に報告されている（参考文献２）。 

これらの結果も参考にしながら、第１８期気象学研究連絡委員会と第１９期気象学専門委

員会とが連携して審議を継続し、本報告書をまとめた。 

本報告で、気象学および関連する幅広い分野の研究者、教育者、さらに学術政策関係者等

が現状の把握や将来像を考えるに当って参考にして頂きたい見解を提供すると共に、関係

施策に対する要望を示す。   
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第１章  気象学とその関連分野の研究環境の概況 

 

近年の財政緊縮化の中で、科学研究費（科研費）、環境省地球環境研究総合推進費など

の研究予算は、最近５年間においては現状維持もしくは暫増が続いている。学術振興会へ

の科研費移管に伴う研究予算の配分とその実行に関する効率化や、国公立試験研究所や

国立大学などの法人化による予算実行上の柔軟化などについても、研究に関わる予算シス

テムは細部には改善が望まれる点がまだあるとしても全体としては改善されつつあるといえ

る。また、研究予算の競争的運用とその透明化によって、研究者の側に競争原理の認識と機

会均等化への改善も図られつつある。このような状況変化は、当委員会によるアンケートで

も読み取れるように、研究者にはおおむね歓迎されている。しかし、その一方で、研究業績

や研究課題などの評価システムについては問題点も指摘されており、今後とも検討され、改

善が図られることが望まれる。 

気象学およびその関連分野における研究予算は、この数年においては、地球環境の変

化に関する課題に重点的に配分される傾向がみられる（資料１参照）。 

 

１．１ 大型基礎研究１ 

文部科学省の科研費特定領域研究による大気関連の大型基礎研究は、最近では、常に１

～２件が走っている。この数年では、「北極域における気候・環境変動研究」、「赤道大気上

下結合」、「東アジアにおけるエアロゾルの大気環境インパクト」など、大気循環から大気化

学環境に至るまで幅広い視野に立っての総合的観測研究が実施されてきた。これらの基礎

研究は、近年の重点化施策の流れの中で、研究者の自由な発想による独創的な研究の掘り

起こしと、重点化研究に向けた基盤作りにとっても重要であり、一層の充実が期待されよう。 

一方、重点化研究は、最近では大きく進んでいる。例えば、超大型計算機の「地球シミュ

レーター」の運用開始とそれを活用して行う研究である「人・自然・地球共生プロジェクト」に

よって、地球環境や気候に関する極めて大規模な数値モデル的研究が実施されており、こ

の研究分野の大きな可能性が拓かれつつある。これに触発されて、欧米でも我が国の地球

シミュレーターを上回る超大型スーパーコンピューターの建設ラッシュが続いている。我が

国において、地球シミュレーター利用により世界をリードする研究を成長させるためには、次

世代の地球シミュレーターを一刻も早く開発し実現する必要がある。それと同時に、また共

生プロジェクトに続く次世代のモデル研究を始める必要がある。 

 

１．２ 大型基礎研究２ 

環境省の地球環境研究総合推進費では、「オゾン層の破壊」、「地球の温暖化」、「酸性

雨」などが大気関連研究として実施されている。また、砂漠化問題に関連して黄砂観測の国

際的な枠組み作りが検討され、国連環境計画（UNEP:United Nations Environment 

Programme）のABC（Atmospheric Brown Cloud／大気褐色雲）プロジェクトに対して研究予算
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が認められている。このように環境省での大気研究は、環境対策に深く関わるものが実施さ

れている。最近では、研究参加の競争原理と透明化が計られており、大学研究者が代表者

を務めるプロジェクトも増えている。 環境対策は今後ますます重要になってくるため、環境

研究の規模の増大は必然であろう。 

例えば、上述のABCプロジェクトにおいては、韓国気象庁とソウル大学等が共同運用する

済州島での観測基地が基幹基地として設営されたが、このように行政業務と大学研究との機

関間の協力的な観測体制が生まれ始めている。これに呼応して、我が国では辺戸岬に環境

省と大学で合同観測が可能な基幹基地が建設されつつあり、大気観測の効率的協同実行

の良い例になっている。このような研究的観測網の活用は、地球観測サミットで検討中の地

球観測システム（GEOSS： Global Earth Observing System of Systems）計画においてもその

重要性が認識され奨励されている。 

 

１．３ 人工衛星による地球観測 

宇宙航空研究開発機構（JAXA: Japan Aerospace Exploration Agency）の総予算は、ここ数

年減少がみられる。そのような傾向を背景に、ロケットや衛星の事故対策のための予算が必

要になっているため、人工衛星による地球観測の利用研究にまわして欲しい予算の拡充が

十分でない。拡充とは逆に、地球観測関連予算は削減されているのが現状であり、早急に

輸送系と衛星系との間でバランスのとれた予算運用と協同的研究の発展を期待したい。 

このような困難の中ではあるが、JAXAの地球変動計画 (GCOM: Global Change 

Observing Mission) 、JAXA-環境省協力の温室効果ガス観測衛星 (GOSAT： Greenhouse 

gases Observing Satellite)計画、日米協力の全球降水観測計画 (GPM： Global Precipitation 

Measurement) 計画、日欧協力の地球観測計画（EarthCARE）などの新しい地球観測の計画

が芽生えている。これらのミッションは、多機関および多国間の協力によって進められており、

限られた予算の中で互いに有効な国際貢献を行う努力がなされている。予算の有効利用の

ためにも、宇宙ステーションの地球観測への有効活用について、防衛衛星の気象災害監視

への活用など含めて、議論を起こしていく必要があろう。 

気象庁の静止気象衛星観測については運輸多目的衛星（MTSAT： Multi-functional 

Transport Satellite）の研究活用が望まれる。他方、中国の静止衛星の実用化や韓国の静止

衛星計画が進むなど、新たな情勢が生まれている。これらを考慮しながら、JAXAや気象庁

などには、引き続き、あるいは新たに地球観測衛星システムにおける国際貢献度を向上させ

るとともに、東アジアにおける地球観測衛星技術の進歩を背景に、例えば、アジア共同運用

の地球環境観測衛星の実施などを期待したい。 

 

１．４ 地上の観測網 

我が国のイニシアチブにより推進された地球観測サミットを軸に、地球観測システム

（GEOSS）の実現への動きが始まり、文科科学省の地球観測国際戦略策定検討会によって
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省庁間横断による検討が行われている。この地球観測システムが目指すところは、時々

刻々変動する気象状況の他に、健康や農業など日常の生活や人間活動に役立つ総合的な

観測データを集約し、そのデータを利用したい側に供給することを可能にするシステムの確

立である。そのためには、行政業務機関が管理する既存観測網のみならず、研究コミュニテ

ィーによる様々な観測システムや不定形の観測データをも対象とすることが重要になってき

ている。これは、今後ますます深刻化するアジア域での人間活動の環境影響に対する監視

という観点からも重要である。我が国の海洋観測は、「観測船みらい」や「トライトン型ブイ」な

ど、欧米に比べて観測データに関して優位である。しかし、大気観測では、専用の観測航空

機も持たない点で、我が国の観測体制は遅れているので、今後、アジア域の様々な観測網

の整備を展開することが重要であるとしても、観測専用の航空機導入が強く望まれる。   

一方、観測の自動化技術や解析技術の進歩がみられ、研究コミュニティーの範囲で個々

に提供される大気に関する地上観測も序々に実用的な観測システムに組み込める可能性

が高まりつつあり、我が国では国立環境研究所のNIES-Lidar NetやJAXAのSKYNETなどの

限定的観測網では自動運用が始まっている。これらの研究コミュニティーのネットワークと気

象庁を始めとする行政業務機関の観測網との連携が着実に前進することを期待する。 

 

１．５ 大学における研究 

２００４年度に始まった大学法人化により大学内における研究・教育体制は、変わりつつあ

る。北大、東大、名大、京大などに見られる「環境」を冠する大学院の研究科や専攻の創設、

および大学附属の研究所改組など相次いでおり、学部再編とともに、気象学や地球科学の

大学内における位置づけにも変化が生じている。また、総合地球環境学研究所（京都）や地

球環境フロンティア研究センター（神奈川）などの法人研究機関が創設され、大学外での組

織的な地球環境研究が始まっている。こうした動向は、将来さらに環境学と地球科学との間

において新たな枠組みへの再編の可能性を示唆している。 

他に、気象学と環境学との関連研究において、千葉大環境リモセンセンター、東大気候シ

ステム研究センター(CCSR)、名大水循環研究センターなどの研究センターが行っている特

定課題に特化した研究活動の役割と意義は大きいといえる。例えば、CCSRでは気候モデ

ルの開発・応用研究や若手のモデル研究者育成に貴重な貢献をしている。こうした各大学

における個別課題の研究センターの役割とその存在の重視は、大学内での他分野との関係

を活性化させ、また、各大学間の関連研究センターの連携は、各々の特化されたモデル研

究や観測研究らの総合化の実行の可能性を有している。この状況は、今後とも継続、強化し

ていくことが望まれる。 
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第２章  地球環境変動の研究の推進 

 

２．１ 地球温暖化および気候変動の予測 

地球温暖化は、その懸念や警告が１９８０年代半ばに関心を集め始めて以後、問題の深

刻さが広く社会に理解され、地球環境問題の中でも特に規模の大きな問題として認識される

ようになった。 

気象学は、この地球温暖化問題に当初から深く関わり、今日では、気候の将来を予測する

という最も重要な課題を背負っている。この社会的責任は重大である。すなわち、地球の研

究の一貫として単に科学的興味から気候を研究するということに留まっていてはならず、研

究の重要成果として、気候の将来予測を可能にする知の集積と技術の開発を前進させること

が必要である。 

かつて気象学は天気予報を最も身近で重要な課題としたが、これは今日では「天気数値

予報」という数値シミュレーションの手法でほぼ成功裏に実現された。この分野では、米国に

おいてノイマン式の電子計算機が発明された２０世紀半ばの最初の計算機利用テーマが天

気予報の計算であったという歴史的事実から察せられるように、気象学の研究と高速計算機

の進歩の関係は極めて密接である。 

ただし、注意すべきところは、１～２日先の天気予報と、何年か先の気候の将来予測とで

は、必要な知見に差異があることである。前者では、初期条件と呼ばれる現時点での大気の

状態を精度よく知ることが特に重要であるが、後者では、必ずしも初期条件は問題でなく、境

界条件と呼ばれる地表（陸面・海面を含む）の状態や大気組成の変化などが重要になる。す

なわち、気候の予測に必要な知見は、大気圏以外の知見をも必須とするのである。この点で、

気候の予測は、天気予報の単なる延長線上にあるという訳では全くなく、より広範な知見の

体系的進歩を基礎にして始めて成り立つものである。 

地球温暖化という人類の重要課題に対する気象学的対応として、気候の将来予測の科学

的基盤を掘り下げ、予測の可能性を高めることを目標とすることが特に重要である。そのた

めに、我が国において、地球温暖化に関する気象学分野における研究体制の一層の充実・

強化が急務であり、長期的視野に立った施策の実行が必要である。 

さて、気候変動に関する政府間パネル・作業部会１の科学的評価報告書（ IPCC WG１ 

Report 2001／Intergovernmental Panel on Climate Change）では、種々の気候モデルの特徴

と予測結果の評価が一つの章を割いて詳しく記述されている。その評価の根拠には、国連

世界気候研究計画（WCRP： World Climate Research Programme）の相互比較実験という調

査、すなわち各国所有の種々の気候モデルを相互に比較して結果がどのように異なるかを

確認する実験で、各モデルが採用している諸物理過程やそれらのサブモデル化（パラメタリ

ゼーション化とも呼ばれている）の精度評価、さらにモデル総体として再現されたモデル固

有の気候特性の評価まで、幅広く種々のモデルを取り上げて行われている調査が存在する。 

しかしながら、雲・エアロゾルの微物理過程や放射過程など、気候モデルの諸物理過程の
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精緻化に対して、その精度評価をするに足るだけの基準としての観測データが不十分であ

る。従って、気候モデル開発に歩調を合わせるためにも観測の一層の充実が不可欠である。

また、種々の気候モデル固有の再現気候のゆらぎ幅を小さくするため、古気候の再現と古

気候データとの比較が行われ、古気候が成るべく忠実に再現できる気候モデルとなるよう、

モデルに必要な不確かなパラメータの値を調整（仮定）したりしている。しかしながら、古気

候データそのものにも不確実性が多く、比較の対象として適当かどうかなど、さらなる古気候

研究の発展が必要である。すなわち、地球温暖化の将来予測の進歩には、古気候に関する

詳しく、且つ、精度の高い研究も必要になる。 

現在、「地域」の気候変動に関する新しい予測モデルの技術開発が必要になっている。そ

の観点から、１０ｋｍの積雲スケールの現象まで適切に表現できるような超高分解能で全球

をカバーする気候モデルの開発が急ピッチで進んでいる。近い将来、より詳細な地球環境

変動の数値シミュレーションを可能にするであろう。そうした気候モデルには、温室効果ガス

の増加の他に、大気中のエアロゾルが作り出す放射過程も適切に組み込む必要がある。そ

のためには、ガスとエアロゾルを適切に表現できるような大気化学過程のサブモデルが不

可欠である。さらに、エアロゾルの雲への影響のサブモデル化も重要な課題であろう。  

炭素循環や大気化学の過程などが表現できる温室効果ガスのサブモデルは、現行の気

候モデルにおいては、気候自体との相互作用は考慮しないオフライン手法で実行されてい

るが、最近になって、気候と温室効果ガスとの相互影響過程を組み込んだオンライン手法の

気候モデルの開発研究が行われだした。 

さらには地表の植生や氷床に関するサブモデルまでオンライン手法で扱うなど、「気候シ

ステムモデルから地球システムモデルへ」と発展しつつある。総合科学技術会議の地球温

暖化研究イニシアティブにおいても、生態系や人間社会と気候の間の複雑な相互作用を取

り入れた統合モデルの開発による高精度予測を行うことが、温暖化将来予測・気候変化研究

プログラムの中・長期的目標として掲げられている。地球システムモデルという言葉は、より

一般には固体地球の変動性も含んで使われる場合が多いが、固体地球の諸条件は気候シ

ステムモデルでは外部境界条件として変動しないものとして扱われており、現時点では、固

体地球システムと気候システムとの双方向性の研究を行うには時期尚早であろう。しかし、研

究発展として、固体地球の諸条件変動を含む地球システムモデルも研究されてよい。その

場合、諸プロセス間の時間スケールの違いの問題や、今世紀の時間スケールで考えると、ど

の過程が有意に効いてくるかなど、解明すべき問題が多いが、知的関心は高い。地球シス

テムを総体として理解しようとする研究動向は、地球科学の発展として必然であろう。 

地球温暖化の予測を含めて気候の予測は、どの空間スケール、どの時間スケールで可能

なのかについて議論を深める必要がある。この問題については、後節においても論じられる

が、気候の予測は、日々の天気そのものより長い時間スケールの統計量を予測対象とするこ

と、また、大気中の現象よりも長い時間スケールで変化する過程が存在するであろうことを前

提にしている。エルニーニョ現象とその直接の影響下にある地域の季節予報が一例である。
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つまり季節変化の時間スケールで変動するエルニーニョ現象がもし予測できたら、そのエル

ニーニョ現象に影響されて生じるその時その場の気象や天候の予測は可能である、と考え

る。 

それで、大気海洋陸面系にはどのような長期的なメモリ過程があるのか、それらは予測可

能で気候予測に使えるものか、十年スケールの海洋変動や太陽活動とその影響はどうなの

か、等々、季節予報から温暖化予測まで、それぞれの時間スケールで、かつ、それぞれの

空間スケールでの、またそれぞれの地域においての、気候予測可能性についての確認を

確かめながら研究をすすめる必要がある。 

  

２．２ 大気観測網の広域展開 

大気に関する衛星観測の発達の背景には、地球温暖化問題に対する社会の高い関心の

現れがある。NASAの地球観測計画（EOS： Earth Observing System）、我が国のADEOS／

ADEOS-II（地球観測プラットホーム技術衛生「みどり」／Advanced Earth Observing System）

計画、ヨーロッパのENVISAT（環境観測衛星／Environmental Satellite）計画などにみられる

ように、人工衛星からの大気と地球表層の遠隔観測（リモートセンシング）が１９９０年代後半

から大きな発展を遂げてきた。受動型センサーは、感度、波長数、空間の分解能を増し、ま

たマイクロ波散乱計や降雨レーダーなどの能動型センサーの利用もある。その結果、人工

衛星の観測システムから、気温や気圧などの大気物理構造と化学物質濃度などの豊富なデ

ータが得られるようになった。それにともない、さまざまな観測技法が開発され、地球大気と

地球表層の全球的知識が飛躍的に増大したといえる。その結果、衛星観測結果と気象・気

候のシミュレーション結果の全球規模での比較や、観測の及ばない部分を推定する技法

（データ同化）も発展し、気候モデル開発や気候データセット作成に大きく貢献した。特にマ

イクロ波放射輝度の利用は、気象データの解析や予報精度向上にとって必須の存在となり

つつある。今後は、より多くの衛星観測とその利用技術が発達していくが望まれる。 

一方、気候モデルと対をなして発展し始めているのが広域の観測網とそれを支える技術

開発である。GCOS（Global Climate Observing System）計画やGOOS（Global Ocean 

Observing System）計画 に代表されるような大気・海洋の全球観測網が確立し始めている。

また、ARM（Atmospheric Radiation Measurement）計画の地上観測基地や航空機観測によっ

て代表される放射収支観測と化学組成観測、雲微物理過程観測などが総合的に行われるよ

うな高度な観測技術が確立しつつある。他に、NASAのエアロゾル観測計画（AERONET）で

象徴される精度が高く高密度なエアロゾルデータを提供できるようなネットワーク技術も発達

している。今後も、大気物理・化学過程の重要なパラメーターがより多く入手できる新しい観

測網が発達していくことを期待したい。 

以上のような大気観測とモデル開発における最近の大きな発展状況を見ると、我が国は

必ずしも楽観視できない現状にある。例えば、我が国には大気観測専用の観測航空機がな

い。そのために、欧米諸国との研究成果の差は大きく開いており、近い将来さらに競争力の
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低下を生み出す可能性をはらんでいる。我が国における大気観測とモデル研究の推進に

効果的に投資することで、我が国の独自研究と並んで、国際貢献へのポテンシャルは大きく

高まるものと思われる。 

 

２．３ 極域の大気環境の観測 

南極や北極という両極地における気象・気候学的研究は、最果ての領域、知られざる大陸

の探検から始まっている。ナンセンのフラム号による北極海漂流、アムンゼン、スコットらによ

る南極点到達競争など数多くの極地探検を通じて、極地の気象が明らかにされていった。ソ

連時代の長年にわたる北極海の海氷上漂流ステーション観測（３１基地）や国際地球観測年

（IGY： International Geophysical Year）に定常化された南極観測を通じて、極域の気象、気

候の研究は著しく進展した。そして、今や極域の研究は地球規模の大気環境とその変化の

研究になくてはならない地域となっている。すなわち、地球の熱エネルギー収支では冷源

域として、また、雪氷は地球気候を左右する。また、オゾンホールで知られるように大気中の

物質の循環にとっても特別の役割をもつ地域である。他に、極域雪氷圏での水収支は世界

の海面水位の問題に関係する古くて新しい問題である。 

一方、極域は著しい低温、一日中太陽の出ている白夜や極夜の存在など極端条件がそろ

っているため、特有な現象が多数見られる地域でもある。夏季の極中間圏雲（夜光雲）、冬

季の極成層圏雲は、中低緯度では現れない高緯度中層大気特有の雲であり、特に後者は

オゾンホールをもたらす光化学反応に深く関連している。極中間圏雲は、産業革命以降に

発生したと考えられており、気候変動のカナリアとも呼ばれ、気候監視の意味で今後とも注

目すべき現象である。南極大陸の単調な大陸斜面地形は、カタバ風と呼ばれる地表面に沿

って吹き下ろす風をはじめとする珍しい気象の実験場にもなっている。しかしながら、厳しい

自然条件のせいで、その観測の程度は、中低緯度に比べると未だ十分ではない。今後、こ

れらの大気現象の物理や、現象を維持している大気の力学過程を解明するために、中緯度

や熱帯での実績のある大型大気レーダーの設置など先進的な観測計画を推進する必要が

ある。特に、南極は北極に比べ東西一様性が高いので、地上観測や気球観測設備の存在

する昭和基地での観測を充実させ、国際的な南極一大観測拠点とすることが望まれる。観測

点の少ない極域現象の把握には人工衛星観測が必須であり今後ますます発展が期待され

る。昭和基地の充実した観測は人工衛星観測の地上検証データの提供という点でも重要で

ある。南極の広い一様性のある地表面は、海上と同様に地上検証に最適な場所と考えられ

る。そして、これらの精密観測データと数値モデルを組み合わせた研究により、より包括的な

理解へと発展させることができよう。 

極域、特に南極域は、人間活動の盛んな北半球中緯度から地球上で最も遠く離れた場所

として、人間活動の影響の最も少ないバックグラウンド（清浄大気）の監視に最適な場所であ

る。アムンゼン・スコット南極点基地をはじめ昭和基地でも、大気中二酸化炭素濃度の連続

観測ほか多くの項目のモニタリングが続けられており、清浄大気中での微小な変動から大気
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中物質の長距離輸送過程や地球規模の気候変化の診断に役立っている。 

さらに、極域には長年にわたり降り積もった雪が氷床や氷河を形成していることで、過去

の気候や大気環境の記録が残されている。氷床を掘削した試料、氷床コアを解析することで、

過去の気温をはじめ大気中の二酸化炭素濃度などの情報を得ることができる。わが国でも

南極大陸内陸のドームふじ観測拠点での２５００mの深層掘削により過去３２万年に遡る気

候・環境が明らかにされ、さらに氷床下岩盤までの掘削を進めることで、百万年までの氷期・

間氷期サイクルの古気候の解明や二酸化炭素濃度と気候変動との因果関係などの研究が

目指されている。これらの結果は、地球の将来を予測する気候モデルの検証手段として貴

重なデータを提供するものと期待されている。 

地球温暖化が大きな課題となっている現在、「世界の海面水位に大きく影響する南極氷床

はどうなるのか？北極海氷は消えてなくなるのか？」といった、極域がいかなる応答を示す

か、いかなる役割を果たすのか、その答えが求められている。この課題は、一面では氷河・

氷床の問題、海氷の問題として雪氷学の課題であるが、雪氷圏は決してそれだけでは存在

し得ない。中・低緯度からの熱や水蒸気輸送、降水、積雪涵養、棚氷の流出・融解、淡水の

流入、海氷の変動、深層水底層水の形成、いずれをとってみても大気や海洋からの強い影

響下、密接な連なりの中にある。極域海洋からの生物活動によるDMS（硫化ジメチル）の発

生、エアロゾルや雲の生成への寄与など、生物圏との関わりも含め極域における地球システ

ムとしての取り組みが必須である。 

１９５７-５８年の国際地球観測年（IGY）から５０年経過し、２００７-０８年には第4回国際極年

(IPY)を迎えようとしている今日、最も早急な課題として求められていることは、基本的な気象

観測点の維持拡充である。例えば南極域における高層気象観測点はIGY期には１７ヶ所あ

ったものが、現在では１２ヶ所に減ってしまい、この維持もままならない。そして南極・北極域

の物理過程をよりよく理解した領域気候モデルをはじめとしたモデルの構築、観測点の少な

い極域での3次元大気構造をおさえる気球、航空機、船舶、無人探査機といった観測プラット

フォームの充実であろう。これら研究の手段、ツールの充実を通して、より質の高い研究の

推進が期待されよう。 

 

２．４ 局地的および都市の気象・気候の研究 

地球温暖化の問題において、グローバル平均などの気候は、ある程度の範囲にはいる精

度で予測可能になってきたが、ローカルの気候に関してはまだまだ不十分な予測しかでき

ないという評価が広くなされている。ここに二つの疑問がある。グローバル平均については

見当はずれではない精度で予測できるがローカルの予測となると極めて難しいとはそもそも

何を意味しているのか、そして、ローカルの予測ができないのであればグローバルの予測も

当てにならないのではないか、という素朴な疑問である。これは、明日の天気予報も当らな

いのにどうして長期予報を信じられるか、という疑問に似ている。このような問題については、

気象（定量的には平均値からの偏差として表現できる現象）と気候（長い時間や広い空間に
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おける平均値で表現できる現象）との差異を考えれば、おおよそ答えは得られるだろう。す

なわち、偏差の予想は平均値の予想よりもはるかに困難である。 

そのようにローカルの気候予測は難しいが、予測以前に、ローカルの現象は、身近であり

ながらどの地域においても、十分に細かい分解能の観測がそもそも不足しており、そのため

意外なほどに実態が分かっておらず、ほとんど未知な領域になっている。この事実には大

いに注意を引くべきである。このように、局地的な気象観測は極めて観測が少なく、大気の

最下層である高さ１～２km以下の大気層（大気境界層）には未だ認識すらもされていない気

象現象が満ち満ちている可能性がある。特に、複雑な地形や地表面に影響された各地の地

域特有の気象や気候に重要な現象の発見が残されている可能性がある。従って、グローバ

ルあるいは大規模な気候変動の予測がおおむね成功したとしても、それらが各地の局地的

気候変動とどのような関係になるかは不明である。人間や生態系は、そうした局地的気候環

境の変動に影響されるから、地域を重視した地球環境変動の研究が重要である。 

さらに、２０年程前から、「ヒートアイランド現象」のような、都市の気候に対する人間活動の

深刻な影響が出始めており、都市の環境変化の研究とその予測技術の開発が重要な緊急

課題になっている。地球温暖化とは別途に、都市の温暖化が進行していて、詳しい研究が

必要になっている。特に、局地気候モデルによる研究では、天気の変化をもたらす低気圧

や高気圧のような大規模な風系の日々の変化が、各地域の局地気候に対してどのような影

響を与えているかについて十分な研究がまだない。このための研究手法として、大規模風

系モデルと局地気候モデルとを結合する計算技法が開発されており、それを活用した研究

も効果的である。 
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第３章  災害気象・気候の研究強化 

 

３．１ 局地的豪雨の予報精度の向上 

２０世紀の半ばに開発された数値天気予報の手法は、気象の力学、計算機、および気象

観測技術などの進展により、この半世紀の間に大きな進歩を遂げ、数時間先の天気予報か

ら1年程度先の季節予報まで、主観的予報を排しての客観的天気予報ための技術的基盤に

なっている。１９９０年代には、種々の新しい天気予報にための新技術が種々実用化され、

今後さらなる発展が見込まれている。また、数値予報システムを活用して作成できる過去の

気象状態の再現データ（これは「再解析」データと呼ばれている）からは疑似観測データが

得られ、これが気象学・気候学研究に広く利用されるに至っている。 

現在の天気予報における最も大きな課題は、熱帯低気圧や集中豪雨など社会や経済へ

の影響の大きな災害気象現象の予測であり、それらの発現確率的な予測情報を一刻でも早

く社会に提供する問題である。世界気象機関（WMO： World Meteorological Organaization）

では、これらの現象を重点的な予報対象と定め、一般的に天気の予報可能期間の限界とさ

れる２週間先までの予報精度向上を目指す国際研究開発プロジェクト（THORPEX： A 

Global Atmospheric Research Programme  ソーペクス計画）を、大学やそれ以外の気象研究

機関などと気象庁のような行政業務機関との密接な協力の下に推進している。ここで重要な

ことは、流体の傾圧不安定性力学など特定のメカニズム理論に基づくことの多かった従来の

予測延長可能性の研究を越えて、地球スケールの現象から、温帯低気圧や台風などの総観

スケールの現象、さらに積雲対流スケールまで、多様な現象について、スケール間の相互

作用や熱帯・中緯度の相互作用などを考慮した予測可能期間延長のための研究が求めら

れていることである。 

また、気象学の研究成果が、天気予報という実用にいっそう貢献できるものとなるために

は、気象擾乱の発生・発達などに関する従来の定性的理解を定量的理解にまで深化させ精

密化していくことが必要である。積雲対流系の力学については、大規模な風系との相互作用

や、大規模な大気状況の違いによる積雲対流の発現の違いなどが扱えるモデル開発が進

歩すれば、集中豪雨などをもたらす積雲対流系の予測可能性の改善に大きく貢献すると期

待され、災害を予防するための予測モデルとしても実用に供することが可能になるであろう。

梅雨期の豪雨は極めて局所的であることが知られている。こうした現象を予報することは、気

象学の最も重要で緊急な課題であるといえる。 

幸い最近になって、並列型コンピュータによる超大規模計算が可能になったことにより、

迅速性が要求される数値天気予報の分野でも、雲物理過程のような規模の小さい現象を陽

に扱えるモデルが、狭い領域に限定した数値天気予報モデルとして使われ始め、集中豪雨

の予報の可能性が高まりつつある。 

将来的には、雲の物理過程に関する詳細なデータが人工衛星観測から得られるようにな

り、気象庁の数値天気予報にとって重要なデータとなるであろう。これらのことは、気象庁に
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おける数値予報システムが提供する予報データを用いれば、小規模低気圧や雲物理過程

などのメカニズムの研究が可能になる状況になりつつあることを意味している。従って、この

分野において大学や気象研究機関と気象庁との協力研究を発展・強化する必要がある。 

 

３．２ 台風の予報 

２００４年は、台風の当たり年と呼ばれたほど、日本に接近し上陸する台風が記録的に多く、

台風による局地的な豪雨や長い時間続く雨など、降水量の多い雨のせいで水災害が多発し

た。しかしながら、なぜ台風がそうなったかという原因に関しては必ずしも明らかでない。低

緯度の北太平洋における海水面温度が例年の温度より１～２度ほど高く、かつその高い海

域の範囲が日本付近にまで及んでいたことなどが原因の一つと指摘されている。しかし、な

ぜ海水面温度がそのように高くなったかについては説明できていないから、問題を先送りし

いるだけの感がある。 

台風は、日本にとっては夏季の常といえる嵐であるが、災害をもたらすことで困った気象

である一方、日本域の水補給という面では重要な気象ともなっている。台風が、天気予報の

対象として考えられ、ある程度の予報ができるようになったのは、そう昔ではなく、１９６０年代

に入ってからといえるだろう。その予報に威力を発揮した道具が気象衛星であった。それま

では、台風の眼の位置さえ把握するのが難しかったのである。米軍の気象観測機は台風に

接近して、時には眼の領域に入って気象観測をしたので、その観測の一部の情報を利用し

て台風の位置や規模などを知ったのである。最近では、天気数値予報の技術が向上し、台

風が発生して後の進路が数日前から、かなりの精度で予想できるようになっている。 

一方、台風がどのように発生し発達するかという問題は、最大の課題の一つであったが、

１９６０年代半ばから１０年ほどの間に、台風の力学理論が日本人研究者達によって発展せら

れ、謎の大筋は解明された。 

こうして、現在、台風について必要とされる知見は、地球温暖化によって台風が多く発生

するのか、また、日本域に接近し易くなるのか、台風は強まるのかどうか、などなどである。

すなわち、台風に関する気候の変動とでもいえる将来の予測情報である。この課題につい

ては、地球温暖化予測の研究の中で特に注目して研究されるべきであろう。 

 

３．３ 異常天候の予報 

季節を通して、夏季なら冷夏とか暑夏とか、冬季なら暖冬とか寒冬とか、年ごとに季節の特

徴が変動するのが常である。一体、これはどうしてか、という重要な問題が存在する。この問

題は解明が非常に難しいとされている。その理由の一つは、季節という時間スケールが、

個々の気象現象が潜在的にもつカオス的時間スケールの２週間という時間スケールより相

当長いということが関係している。すなわち、大気は、個々の気象に関して、２週間よりも長

い寿命の現象を有していないと考えられ、２週間前の現象と今の現象との間に、必然的な関

係が無いということになるからである。これについては別の節（２．１）などでも論じられている
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が、２週間よりも長い大気現象は無いのかという望みを捨ててはいないことと、仮に大気中に

はそういう長寿命の現象が存在しなくても地表面の何かの現象、例えば、海水面温度とかに

そういう現象があれば、気象はそれに影響されるという過程を通じて、見かけ上、長寿命の

現象が生じる可能性は残されている。そうした現象の例としては、熱帯東部太平洋の海水面

温度の年々変動で、エルニーニョなどがある。しかしながら、季節の年々変動との関係は、

未解決である。 

季節や月の時間スケールで生じる長期の異常天候は、社会生活にとって影響が大である。

それだけに異常天候や異常季節の予報の可能性を向上させることが重要な課題になってい

るといえる。 
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第４章  気象学の基盤研究の充実 

 

４．１ 大気循環システムの研究 

２０世紀半ばから、気象の力学理論の研究は、気象学全体の中でも中核的役割を

担ってきた。具体的には、傾圧不安定論（温帯低気圧の発達理論）や成層圏の力学

や熱帯波動論等々が展開されてきた。これらの研究においては、理論的研究が中心

となっており、気象力学すなわち理論というイメージを与えている。現在では、線型論

およびその延長上の非線型論を中心とする比較的単純な理論的研究で解決するよう

な問題は、ほとんどなくなっている。そのために、気象力学という分野が重要性を減じ

ているような印象を与えているかもしれない。しかし、２００４年度の気象学会春季大会

シンポジウム、「２００３年の日本の冷夏－異常気象をどこまで理解・予測できるか」の

講演題目を見ても、「北半球ダブルジェット」、「オホーツク海高気圧」、「ダイポールモ

ード」、「北極振動」、「欧州熱波」など全て、気象力学の対象とすべき現象である。また、

学会が主催した公開講演会などの「地球温暖化と異常気象」を見ても、異常気象とか

「地球温暖化によって台風や低気圧はどうなるか?」などのキーワードや講演題目は、

気象力学と無関係では、この種の研究も成り立たないことを示している。 

そうではあるが、これらの研究の手法をみると、理論的な研究の占める割合は多くは

ない。もちろん、テレコネクション（遠隔影響）を説明するためのロスビー波の水平伝播

論や、東西非一様場での順圧不安定論や伝播論など、理論的な研究も日本の内外

で行われている。しかし、気象データが整備されてきたことによりデータ解析的研究が

容易になったこと、さらには、計算機の性能の画期的向上と数値モデルの普及により

数値シミュレーションが手軽にできるようになってきた、という近年の事情がある。その

ため、解析的研究や数値シミュレーションによる研究が、上に述べたような研究テーマ

でも主流になってきているのが現状である。もちろん、その背景には、上にも述べたよ

うに、研究対象が、単純なシステムではなく色々な要素が絡み合った非線型系となっ

てきていることもある。 

このこと自体は悪いことでは決してないが、機械的なデータ解析やブラックボックス

的な数値シミュレーションだけではなく、力学的な因果関係を考えるような研究も必要

であろう。そういった意味で、ある段階で気象力学的な研究も必要になってくると思わ

れる。それは、蓄積された事実を力学的に説明し体系付けるためにも、また、データ解

析やシミュレーションのための分析の指針または道具としても重要であろう。他方、気

象力学の方も、既存の理論的枠組みの発展だけではなく、積極的に具体的な問題を

取り上げて行く必要があるであろう。 

 

４．２ 雲・降水システムの研究 

雲は、地球上の水循環、エネルギー循環、物質循環、そして大気の運動そのものに

大きな役割を果たしている。したがって、雲及び降水システムをモデルの中でどれだ

けきちんと扱っているかによって、天気や気候予測結果が大きく左右される。また、雲

量や降水・降雪量は、土壌水分量の変動、河川流出、海洋への淡水供給、そして植

物を含む生態系の成長、海氷の成長や融解にとって重要な要因であり、かつ雲の発

生・消滅はこれらの地球表層の状態を含む広い意味での地形効果からフィードバック

を受ける。しかしながら、雲の取り扱いや、雲が存在する大気条件下での水収支や放
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射収支の計算は現今のモデルでは極めて不十分であり、気象・気候モデルで最も不

確定性を大きくしている要素のひとつである。その理由は、雲は時空間変動が激しく、

かつ雲の物理特性はそれを構成している雲粒と氷晶の粒径分布に強く依存している

ためである。 

雲・降水システムの研究は、難しい段階にある。現在の関心は、激しい気象現象（豪

雨・豪雪）のメカニズム解明と予測に重視されている。しかし、モデルの多要素化や高

解像度化、他分野（海洋、水文、雪氷、生態、人文）との協力研究が進み、モデルの

改良や検証の上からも測定項目が多様化せざるを得なくなってきた。その結果、エア

ロゾル、境界層、上・下層雲・非降水雲など、水循環、乱流・放射エネルギー収支、物

質輸送、およびそれらの基となる素過程を総合的に研究する「雲科学」として推進する

ことが必要となってきている。と同時に、確かに水蒸気の凝結という共通点はあるが、

我々が目にしている様々な雲あるいは降水システム単純に同一線上で扱う単純化は

避けるべきであろう。 

また、観測及び実験研究向上への長期的支援の必要性も強調したい。やや極端に

言えば、どの場所で何時、何をどの程度の精度で測るべきかという観測計画は、モデ

リングや解析を専門に行っている研究者が立案すべきではないだろうか。モデルが急

速に発展した背景には、低価格で高速なパソコンの普及、地球シミュレーターのような

高速並列コンピュータの出現と同時に、ソースコードが完全公開された雲解像モデル

の共有化が挙げられる。それに比べて、観測費用は高く、一方、観測技術そのものは

あまり進展しておらず、かつ観測的研究体制(人的資源も)が弱体化している。すなわ

ち、モデルの検証、あるいは新しい現象発見としての観測の役割が十分に果たせなく

なっている。コンピュータとは異なり、観測装置や実験装置はどこの研究室でも買える

ものではなく、また回路図などを公開しても誰でも作れるものでもない。装置開発、長

期モニタリング、航空機、研究船観測など結果を得る前の先行投資が必要である。一

方、研究上の重要拠点（宇宙、海洋、陸上）で多要素観測を同時に行うスーパーサイト

の展開も必要であろう。 

早急に開発が必要な研究課題としては、水平格子間隔数１０km の高解像度大気大

循環モデルに組み込むためのメソスケール対流システムのパラメーター化、雲底付近

での雲凝結核から雲粒形成過程をきちんと表現する詳細雲モデルの開発、３次元的

ないわゆる積雲タイプの雲の(形も考慮した)放射特性を計算する放射スキームの開発、

雲凝結核・氷晶核、降雪量、雲の３次元分布の全球的かつ組織的な測定、そしてこれ

らのモデルや新型装置、リモートセンシングデータの検証を行うための大型実験設備

の充実である。 

強調したいことは、グローバルでかつ長期的な予測を可能にする数値モデルの作

成は確かに重要かつ必要であるが、我々が確認や理解できていない現象が数多くあ

り、新たな科学研究の展望は、地道な観測、実験や解析を通じてしか得られないという

ことである。 

本節のおわりに、以前から時々話題になる人工降雨実験について触れておくならば、

その基礎となる研究がまだまだ不十分で不用意に行うことには批判的な見解をもつ気

象専門家が多い。降雨を成功させたりコントロールしたりすることが仮にできても、その

影響については極めて慎重であるべきであろう。 
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４．３ 大気境界層̶地表の交換過程の研究 

大気の最下層、いわゆる大気境界層とりわけ陸面での境界過程の研究は、長らく  

１９５０年代に提唱されたモニン・オブコフの相似則に基礎を置いてきた。この相似則

に基づく水平一様地表面の理論・フラックスの推定方法、乱流計測による渦相関法を

はじめとする観測手法は８０年代にはほぼ確立した。このころから、非一様・非定常・複

雑地形をキーワードとした研究が行われるようになった。近年、観測面では、全球エネ

ルギー・水循環研究計画（GEWEX： Global Energy Water and Experiment）、アジア

で は GAME （ GEWEX for Asian Monsoon Experiment ） や FLUXNET （ flux 

measurement net のロゴ）などのプロジェクト研究によるデータの蓄積、リモートセンシ

ング、航空機の利用に関する研究が行われ成果が出ている。 

このような研究の流れの中で、重要な課題がいくつか浮かび上がっている。まず、非

一様域や複雑地形で、どのように代表性のあるフラックスを評価するかということがある。

この問題が中心課題となってからすでに２０年程度たつが、いまだに試行錯誤を繰り

返している状況である。また、雲を形成するような湿潤な境界層の研究はやっと始まっ

たところである。自由大気と境界層間でのエネルギー、水、物質の交換過程を雲の形

成と絡めて理解する必要がある。一方、すでに解決済みと考えられていた水平一様な

地表面でも、少なくとも二つの重要な問題が指摘されている。一つは、地表面熱収支

が閉じない問題である。これは特に１９９０年代後半から顕在化してきた。背景には熱

フラックスの各項を独立に測定できるようになったこと、それぞれの測定精度が向上し

たことがある。もう一つの問題は、湿度変動などにモニン・オブコフの相似則に従わな

い観測結果が報告されるようになったことである。これら二つの問題は見かけ上水平

一様な地表面でも、非一様な組織的構造が存在していることを暗示している。しかし、

それではこの組織的構造を実用的にどのように取り扱えばよいかということはまだわか

っていない。このように問題点は明らかになってきたが、その取り扱いに苦慮している

のが現状であろう。 

 さらに近年の動向として、ほかの分野と同様に、より複雑なシステムとしての研究が

行われるようになってきたことが挙げられる。大気境界層はわれわれ人間が実際に生

活している場であるだけに、気象学の中でも特に学際性が強いことが大きな特徴とな

っている。生物、特に植生や人間活動など従来は気象学とは切り離されて考えられて

きた要素も取り込まれようとしている。工学、農学、林学、生態学、雪氷学、水文学、地

理学さらには社会科学などの関連研究分野との協力や情報交換がますます重要とな

るであろう。同時にモデル(あるいは理論)と観測といった、同じ研究対象でも異なる手

法を取る研究者間の連携も極めて重要である。 

今後も大型プロジェクトによって組織的に得られるデータは、この分野の研究推進に

役立つに違いない。その一方で、プロジェクトに組み込みにくい基礎研究、たとえば多

くの素過程に関する研究なども着実に行っていくべきである。 

 

４．４ 大気環境化学の研究 

大気の化学環境に関する研究は、大きく分けると、１）大気中の化学成分による直

接・間接的な生物圏へ影響、および、２）化学成分やエアロゾルによる、放射の吸収・

散乱、雲・降水過程を通した気候への影響、３）化学物質の国境を超えた大気の輸

送・拡散過程など、三つを柱として行われてきた。特に、１）の代表的なものとして、人
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為起源の塩素・臭素化合物（いわゆるフロン）による成層圏オゾンの破壊が挙げられ、

このことにより紫外線環境の変動による人間の健康や動植物への悪影響が予測され

た。そして、オゾン層への影響を科学的に評価することで、フロンの規制の国際的な枠

組み形成に科学は重要な役割を果たした。この研究は、実験室における基礎化学過

程の研究・データの蓄積、大気組成の測定（直接測定またはリモートセンシング）、化

学・輸送過程を考慮した数値モデルによる現実大気化学状態の再現と将来予測という

要素で構成されている。この点で、大気化学を中心とした大気環境研究は、少なくとも

地球科学、化学、生物・生態学などとの学際的な共同研究として進められてきた。研

究内容の重点課題は時と共に変化すると考えられるが、大気化学研究の推進には単

に古典物理的な知見だけではなく、文字通り、化学的な知見も重要な要素である。 

現在、大気化学研究で重要になりつつあるターゲットは、対流圏のオゾンとエアロゾ

ルである。両者は、放射収支を通して直接的に大気の放射熱収支に影響を与えうる。

エアロゾルについていえば、局所的な気候や水循環にも影響を及ぼす可能性すらあ

る。これらの化学的物質を生成する前駆気体は大気汚染物質であり、人間活動、特に

化石燃料の消費量の増大に伴って今後これらの気体の放出量は増加をし続けると予

想される。この影響は、国境を超えて１００～１０００km の領域スケールから数１０００km

の地球スケールに及ぶ。一方、都市近郊のように、発生源に近いより狭い局地領域で

は、これらの成分が特に高濃度になり、生態系に悪影響を及ぼす。例えば、人間の呼

吸器系への悪影響、農作物の収穫量の低下、酸性物質降下量増加など、いわゆる大

気質の悪化など。 

エアロゾルの物理化学過程に関しては、オゾンに比べて未知の要素が多い。エアロ

ゾル濃度の時間・空間変動を理解するためには、その生成過程、変質過程、消失過

程、輸送効果を理解する必要がある。エアロゾルは気体と異なり、それを規定する特

性(パラメーター)として、１）大きさ、２）形状、３）化学組成、４）混合状態、などがある。ま

たエアロゾルは基本的に単一の化学組成から成る物質ではなく、ほとんどの場合多く

の化合物からなる混合物である。エアロゾルを構成する物質として、無機化合物、有

機化合物、元素状炭素があるが、エアロゾルの組成が多岐にわたる原因は、エアロゾ

ルの生成時に異なった種類の気体が、さまざまな過程で凝縮するといった積分効果に

よる。また、これらの物質は単独で存在していたり、混合状態で存在したりする。このよ

うなことが、エアロゾルの挙動の理解を極めて複雑・困難にしており、ある意味で研究

は停滞していた時期があった。しかし、最近、質量分析技術を中心に、これらの要素を

高精度で測定する技術開発が進みつつある。このことにより、エアロゾル研究が大きく

進展しつつある。 

２次エアロゾル（特に硫酸塩、有機成分）の生成は光化学過程が支配的であること

が理解されるようになってきた。すなわち、光化学過程とエアロゾル生成を統合化する

ことにより、エアロゾルの挙動を定量的に理解することができるようになってきている。ま

た湿度変化に伴うエアロゾルの成長過程に関しても、高精度の化学・物理計測技術に

より、正確・詳細な知見が得られつつある。このように、今後も、リモートセンシングと並

び、直接測定によるエアロゾル・雲相互作用の研究がますます重要になってくるであろ

う。 

さらに、研究対象とする領域やその空間スケールにも注意する必要がある。エアロゾ

ルの生成過程を詳細に調べるためには、都市近郊、バイオマス燃焼域など発生源近
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傍での観測が重要となる。また、これらの領域では、大気環境への影響が最も重要に

なる。エアロゾルの変質・輸送・消失過程を解明するためには、水平・垂直方向に、より

広い領域を対象に研究する必要がある。雲生成過程の研究を行うためには、航空機

を用いた多くのパラメーターの直接測定が必要となる。これら一見異なるように見える

研究領域は結びついており、このことを意識して研究を進める必要がある。 

今後、気象学の重要な研究対象である気候や地球環境の変化に対して、大気化学

が貢献できることが多くなってくると予想される。また生態系と大気化学との結びつきも

重要な研究課題になってくるだろう。 

 

４．５  中層大気の研究 

中層大気の研究は、ティスランドボールやアスマンらによる２０世紀始めの成層圏発

見以来、未知の現象に対する興味、高層の空間に対する憧れを契機として行われて

きた。とりわけ中層大気内に見られる珍しい現象の謎解きが主眼目であり、準 2 年周

期振動（QBO）、突然昇温、重力波の砕波、オゾンホールなどがその好例である。また、

これらの現象に共通する特徴として、下層大気である対流圏界面を境界条件として、

中層大気が受動的にその影響を受け、その結果生じた中層大気内部の現象という点

が挙げられるであろう。 

中層大気国際共同研究計画（MAP、１９８２年～１９８５年）の頃から、それまでに蓄

積された中層大気領域のデータに基づき、上記諸現象の統計的解析や中層大気循

環の長周期変動などの研究が行われ始めたが、それでも中層大気は、たとえばエル

ニーニョ・南方振動現象（ENSO）など、下層大気や海洋の影響を受ける受動的な領域

に過ぎなかった。太陽地球系エネルギー国際共同研究計画（１９９０年～１９９５年）の

中に中層大気上下結合という課題があったが、これも、中層大気と上下大気の相互作

用というよりは中層大気が下層の対流圏から影響を受け、さらに中層大気が上層の超

高層大気にいかに影響を与えるかという一方向の議論が大半だったと思われる。 

また、数値予報の分野では、対流圏の予報精度を上げるためには、成層圏(中層大

気)を加えたモデルを用いることの重要性が夙に認識はされていたが、これは、あくま

でも上部境界条件をより高い高度に置くことが、対流圏をうまく表現するために重要で

あるというような観点からのものであり、やはり中層大気は受動的な存在に過ぎなかっ

た。 

その後、１９９０年代半ば頃から、比較的解明が遅れていた、下層大気(対流圏)と中

層大気の境界領域、すなわち遷移層と、中層大気と上層大気(超高層大気)の境界領

域、すなわち MLT（Mesosphere－Lower Thermosphere）領域に関する研究が活発に

行われるようになった。前者は、両大気領域間の物質輸送・物質交換という観点から、

後者は、中性大気・電離大気の相互作用、光化学過程の重要性、局所熱力学非平衡、

重力波砕波など、この領域特有の複雑な諸過程への興味が中心である。これら境界

領域の研究は、そこを通した上下大気の結合過程の解明にとっても重要である。また、

相互作用が重要でありながら、それまで個別に扱わざるを得なかった、力学過程、化

学・光化学過程、放射過程を結合し、それらの相互作用を陽に取り入れた研究も行わ

れ始めた。特に大気大循環モデルで、従来の力学過程、放射過程中心のものに、化

学・光化学過程を導入したモデルが開発され、例えば、オゾンホールと中層大気大循

環の相互作用に関する研究などが可能となった。 
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同時にこの頃から、中層大気が下層大気に与える影響が本格的に考えられるように

なった。すなわち、成層圏力学過程と気候に関わる国際共同研究計画（SPARC、１９９

３年～）における方向性、あるいは近年の北極振動（AO： Arctic Oscillation）などの事

例から明らかなように、下層大気(対流圏)の影響を受けた中層大気の、下層大気への

フィードバックが本格的に議論されるようになり、真の意味での中層大気上下結合とな

ったといえるであろう。特に成層圏オゾン変動の、対流圏の気候への影響評価を中心

に、この方向性は、今後の気候変動を議論する上で、ますます重要になると思われる。

また、各国の現業予報モデルが下部中間圏までを対象領域とするようになってきた現

状から、成層圏突然昇温を始めとする中層大気循環の予測可能性の研究も重要であ

る。 

加えて上層大気との関係についても、太陽地球系の天気と気候に関わる国際共同

研究計画（CAWSES、２００４年～２００８年）において、MLT 領域を通した同様のフィー

ドバック過程の研究が計画されている。また、南極昭和基地大型大気レーダー計画

（PANSY）という、南極に、上層大気まで含む大気領域を観測できるレーダーを設置し、

他の緯度帯に設置されてきた既存大気レーダーと連携して、地球を縦断する観測網

を構築する計画がある。さらに、地表から５００km までの大気領域を統一的に扱う統合

大気大循環モデルの開発も進められており、新しく得られる観測事実と数値シミュレー

ションを有機的に結合させることによって、今後、中層大気の大気全体に対する役割

の理解が大きく進むことが期待される。 

 

４．６ 惑星大気の研究 

惑星気象の研究は、実質的には、米ソの惑星探査を待って、1970 年代に展開され

始めた。惑星といっても、火星、金星、木星が主な研究対象である。火星探査では

1976 年のヴァイキング 1、2 号、金星探査ではヴェネラ・シリーズと 1978 年のパイオニ

ア・ヴィーナス、木星探査では 1979 年のボイジャー1、2 号が重要な情報をもたらした。 

3 つの惑星のうち、火星は、大気が薄いこと、地球と条件が似ていること等の理由に

より研究が進んでおり、早い段階から大気大循環の数値シミュレーションが試みられて

きた。このシミュレーション的研究によって、火星の大気大循環がある程度再現された

後、最大の問題となっているのが、大砂嵐の再現である。現在でも、この問題は解決さ

れていない。 

それに対して、金星の大気は、大変厚い(地表面気圧は９２気圧)上に、濃硫酸の雲

で金星全体が覆われているので、観測による大気大循環全体の把握が容易ではない。

観測によって発見された顕著な現象としては、スーパー・ローテーションと言われてい

る高速の東西流がある。１９７０年代を中心にして、このスーパー・ローテーションのメカ

ニズムの理論的研究が活発に試みられた。しかし、観測情報が不十分な段階だった

ので、シミュレーション的な研究ではなく、原理的な流体力学的研究が中心であった。 

木星に関しては、やはり、表面で観測される現象、つまり帯状構造や大赤斑が注目

されたが、鉛直構造に関する観測はあまりないまま、興味深い、理論的ないしは数値

実験的な研究がいろいろ試みられた。 

このように、１９７０年代前後の時期は、それ自体が面白い、未知の現象の発見により

刺激を受けた理論的研究によるメカニズムの探求が活発に行われた時期であった。い

ろいろ提案されたメカニズムは、それ自身興味深いものであったが、なんといっても観
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測が少ないために、観測結果によって理論を検証するという所までいかなかった。 

その後１９８０年代から、アメリカでは環境問題に対する関心が盛り上がったせいか、

惑星気象研究は下火になってしまった。また、新たに探査機が惑星に行っても、同じ

ような一点観測では、大循環の理論的な研究とかみ合う立体的な情報がなかなか得ら

れないという事情もあった。 

しかし、近年、アメリカやヨーロッパで、再び惑星気象研究が活発になってきた。例え

ば、火星の大気大循環モデルによる研究が活発に行われている。また、日本でも、研

究者人口が増えてきたせいか、それなりの数の若手研究者が火星や金星といった惑

星気象の理論的、数値シミュレーション的研究に熱心に取り組んでいる。 

さらに、重要なことは、宇宙航空研究開発機構・宇宙科学研究本部（旧宇宙科学研

究所）で日本独自の金星探査計画が動き始めたことである。しかも、この２００９年に金

星到着が予定されている惑星探査機は、雲の観測を中心とした気象衛星であり、スー

パー・ローテーションを主要なターゲットとしている。周回飛行でのリモート・センシング

により、金星の大循環の立体構造を明らかにしようという意欲的な探査計画である。こ

のため、金星を中心として惑星気象研究の機運が、日本でも高まっている。期待され

ている観測結果とうまくかみ合うような数値実験的、理論的研究を推進すべきであろう。 

ローカルの問題は、地球における多様性と地域性の問題に直結し、今後の研究に

おいて極めて重要な研究領域と思われる。特に大気と他圏との相互作用が重要にな

ってくるので、もはや地球の研究と考える領域かも知れない。 
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第５章  気象学の大学院教育と研究者育成 

 

５．１ 大学院教育の一般的状況 

変革の時代といっても過言ではない今日、気象学の研究・教育をめぐる環境はどの

ようになっているか。また、どういう問題があるか。 

かつては、ほとんどの研究者にとって、研究予算の不足が不満、悩みであった。しか

し、最近では、相当部分の研究者にとって必ずしも研究費不足は最大の問題ではなく

なっているようである、という印象が２００２年３月に実施したアンケート結果からうかがえ

る。その一方、額は少な目でも比較的自由な基礎研究が可能である状態もよしとする

意識もみられる。また、多くの研究者は研究や教育に打ち込むための時間が十分に

取れないこと、すなわち、組織上のマンパワー不足への焦りも共通してうかがえる。 

研究者の卵、将来の研究者となる学生が順調に育ち、後継者が育っているか。大学

院重点化は、大学院生の基礎学力の低下、就職活動に伴う修士課程での研究の実

行不足、大学院生の研究の指導教官の下請的性格など多様な問題に関係していると

考える教員が多い。学部学生への教育についても、例えば、「気象学」という専門教育

の土台となる基本的な講義のあり方など、学部教育カリキュラムの問題と共に、初等教

育の段階での児童の理科離れの風潮も影響してか気象学を専攻しようとする学生の

減少、そして学力の低下などの問題の顕在化がささやかれている。こういう状況の中で、

気象庁の附属施設気象大学校は、気象学の専門教育と専門家養成にとって重要な

役割を果たしており、その意義は大きいといえる。 

 

５．２ 大学院教育の実情と諸課題 

前章にて指摘した大学院教育の問題について、教育現場からみて、その問題点を

さらに細かく指摘するならば、大学院重点化により、旧帝大など規模の大きな国立の

大学を中心として、院生の定員が大幅に増加された。その結果、大学院入学の最低

合格に必要な学力や入学動機が変化し低下もした、とみられている。学力低下の原因

は、その他にも、現在の学生世代の人口減少による受験競争の一般的緩和、また勉

強離れ、特に理系離れが大きく関係していると考えられる。これらの要因が重なって、

気象学分野を含む地球物理関係では、学生の学力低下が指摘されている。 

さらに、大学院の定員増により、他分野または他大学からの（関連分野の専門的授

業を受けて来なかった）学生を受け入れている事情から、気象の勉学や研究に必要な

本来なら学部段階で習得すべき基礎知識や基礎トレーニングが十分でない院生が増

加している。 

院生の増加は、院生の意識も変化させている可能性がある。修士課程修了で就職

する人が増して、その就職活動に大変なエネルギーと時間を使うので、修士課程での

勉学や研究活動に目立って妨げとなっている。 

博士課程終了後の院生の就職問題は深刻である。この数年、気象学分野では、幾

つかの関連研究組織（例えば、現海洋研究開発機構の地球環境フロンティア研究セ

ンターと地球環境観測フロンティア研究センター）が創設され、若手の研究者を数多く

吸収した。このため、大学院重点化後の大気・海洋分野では博士号の新たな取得者

の就職問題が当初は比較的深刻ではなかった。しかし、これらの組織・機関の大規模
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雇用が一段落したために、就職の困難が新たに生じつつある。そして、博士号を取っ

た若手研究者は、ＰＤや個別研究費による一時雇用といった不安定な職にしか行き場

がなくなる傾向が強まっている。 

 

５．３ 問題の所在と改善に向けて 

現状の大学院の教育は、院生個々の関心を深めるための専門教育というより、研究

室や研究予算に必要な業績と関係する論文製造のための現場教育になっている面が

ある。学年が上に行けば行くほど、深く（高く）なると同時に、「広い視野を提供する」と

いう教育構造が本来の高等教育の姿であろう。しかし、そもそも近代科学は専門分化

を一つの特徴としており、そのため、学年が上に行くに従って、教育が特殊になってい

くというのは、ある程度やむをえないことであろう。その点、学部教育は大学院と比べて、

まだ幅を有する可能性があり、大学院よりもパースペクティヴを提供するという本来の

高等教育らしい部分がある。 

上に述べたように、ほとんどの大学院は、学生のレベル低下の問題、研究職への就

職難の問題などを抱えており、抜本的な対策が必要であろう。そうした対策を考える場

合に、大学どうし（各大学の大学院間）の協力という要素を取り入れることが効果的で

ある可能性がある。すなわち、各大学で特定のテーマに関する特殊教育、または現場

教育が行われている実情の短所、欠点を逆に長所として生かす工夫として、各大学の

教員が協力して、院生の基礎学力と総合能力の向上を図る協同教育することも有効

であるかも知れない。その一つの形は、全国の気象学専攻の院生を共通の場で教育

を行う仕組みを構築する。それは単なる夏季学校のような季節行事としてでなく、集中

セミナーのような授業を年に何度も実施するとか、または、いわゆる１ヶ月程度の短期

の内地留学制度を充実し、気象学という一分野の中であるとしても専門テーマとしては

かなり違う全国の色々な大学の教員に院生が直に接する機会を大幅に増やすとか。こ

うした教育を実施するには、競争的関係が重視される大学が表に立つより、日本気象

学会のような共通基盤の確立している組織が表に立つ方が適当であるかも知れない。

いずれにせよ、大学院の特殊化や現場教育化の弊害を乗り越える実験的方策が必要

である。 
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第６章  提言として 

 

締めくくるにあたり、我が国の気象学とその関連分野の研究と教育に関する本報告

のうち、特に緊急の課題に対する提言は次のとおりである。 

１） 地球温暖化を予測するための継続的基幹研究拠点の設置 

２） 集中豪雨の予報精度を上げる研究の強化 

３） 国境を超えた大気汚染物質の長距離輸送・拡散の研究 

４） 局地気象や都市のヒートアイランド現象の研究 

５） 地球環境の地上観測網と人工衛星観測の連携と拡充 

６） 大気観測の専用航空機の確保 

７） 気象学と関連分野の基盤を深化させる研究の充実 

８） 研究後継者の育成を推進するための専門教育の強化 

 

これらは、気象学の長い歴史を振り返ってみたとき、極めて現代的な課題であるとい

うことに気付かされる。すなわち、特に、１）～４）の課題は、人間活動の影響で自然を

極めて大きく変質させられて生じる現象である。これほど大規模で深刻な影響を自然

に及ぼすことは１００年前には考えられなかったことで、そういう意味で現代的な問題で

ある。これらに対しては、個々の立場と同時に、全国的な規模での協力的、且つ、統

括的な取り組みが必要である。 

 

 

おわりに 

 

気象学は、古代ギリシャ時代から大気の光学現象など素朴な自然への疑問から始

まった。今でもそういう現象を気象学の問題として関心を持つ人が多いであろうが、現

今の気象学は、社会的に責任を帯びた種々の緊急問題に全力で取り組む必要がある

時代に立っていることを我々は深く自覚しなければならない。 

本報告書を作成するにあたり、気象学を取り巻く環境を改めて見直した次第である

が、そこには急速な社会の変化に必ずしも十分に対応しているとはいえない所が少な

からず見い出される。それと同時に、残すべきものを失いつつある場合もある。こうした

現状に対して、問題の所在を示すとともに、具体的な期待と提案を示した。 

また、この報告をまとめるに当っては、日本学術会議の専門委員会としての役割を果すべ

く、日本における気象学とその関連分野、さらには周辺分野まで広く視野に入れて検討する

よう努めた。ただ、海洋科学や陸水科学のような気象や気候と密接に関係している研究分野

について、十分な検討が行き届かず、本報告でほとんど言及できなかった点は今後の課題

としたい。 

報告の終わりに当り、２００２年３月に実施したアンケートに回答を寄せて下さった多

くの関係者や、（社）日本気象学会の春秋の大会に合せて行った本報告関係のシンポ

ジウム等に研究者をはじめ行政担当の関係者の方々らが参加し、また、話題の報告

者にもなって下さり、熱心に意見を交換して下さったことに対し、委員会一同ここに改

めて深く感謝の意を表します。 
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資料１： 気象学に関連する大型研究プロジェクト等 

 

最近は、基本的に個々の研究者や研究機関を対象として多額の研究費が投資され

る傾向が見られ、あたかも平地に突出した山があちこちに盛り上がっている様を呈して

いる。それにも拘わらずというべきか、個々のプロジェクトをこなすことに専心している

故にというべきか、個々のプロジェクト間の連携が少ないように感じられ、また意外にも

相互のプロジェクトの存在を知らないことすらある。そこで、第１８期（平成１２～１５年

度）の期間に実施されている大型研究プロジェクトについて、調べられる範囲で研究

課題と内容についてまとめた。５年あるいは１０年を経た後に、これらのプロジェクトがど

う評価されているかは大変興味深く、またそのような追跡調査も是非行いたいものであ

る。 

 

１.１ 人・自然・地球共生プロジェクト 

（文部科学省研究開発局海洋地球課地球環境科学技術推進室） 

温暖化予測「日本モデル」ミッション：   気候変動に関する政府間パネル（IPCC）に

おける第４次評価報告書に寄与できる精度の高い温暖化予測を目指した「日本モデ

ル」を開発する。 

水循環変動予測ミッション：   日本を中心としたアジア・モンスーン地域における陸

水循環過程の解明に向け、各研究機関が共同で高解像度の水循環モデルを開発す

ることにより、将来の水資源・水災害の予測を目指す。 

共通基盤技術：大気、海洋、陸域における観測データの収集及びデータベース化

を進めるとともに、観測データの四次元同化システムの高度化を図り、地球温暖化予

測や水循環変動予測等の精度向上並びにその検証に必要となる高品質の初期値化

データセットと再解析統合データセットを作成する。 

以下は、研究開発課題名、主管研究実施機関名、研究代表者名である（所属機関

名が変更になったものもあるが、以下では採択時の機関名・所属名である）。  

１）   地球温暖化「日本モデル」ミッション  

    大気海洋結合モデルの高解像度化   東大 CCSR 住 明正 

    大気海洋結合モデルの高解像度化   電力中央研 丸山康樹  

    地球温暖化予測統合モデルの開発  

             松野太郎（地球フロンティア研究システム） 

     諸物理過程のパラメタリゼーションの高度化  

                       東大生産研 安岡善文 

     諸物理過程のパラメタリゼーションの高度化  

                       東大院理 日比谷紀之 

     高精度・高分解能気候モデルの開発  

                 地球科学技術総合推進機構 松尾敬世（気象研究所）  

２） 水循環変動予測ミッション  

    広域水循環予測及び対策技術の高度化  

                        三菱重工業株式会社 植田洋匡（京都大学） 

    水資源予測モデルの開発    山梨大学 竹内邦良 
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 インドシナ半島における水環境の化学汚染実態の解明と汚染除去 

   技術の開発              愛媛大学 鈴木 聡 

   アジア・モンスーン地域における水資源の安全性に関わるリスクマネー 

メントシステムの構築         東北大院工 大村達夫  

３） 共通基盤技術  

 四次元同化システムの高度化及びデータセットの整備  

 海洋科学技術センター       淡路敏之（地球フロンティア研究システム） 

 

１.２ 戦略的創造研究推進事業（科学技術振興事業団） 
戦略的創造研究推進事業は、第２期科学技術基本計画の重点４分野を中心に、国

の科学技術政策や社会的・経済的 ニーズを踏まえ、国が定めた戦略目標の達成に

向けた基礎的研究を推進する。 

大気―陸域相互作用のモデル化と衛星観測手法の開発    

                       小池俊雄 （東大院工） 

森林衰退に係わる大気汚染物質の計測，動態，制御     

                       佐久川 弘 （広島大総合科学） 

東アジアにおける酸性物質及びオゾンの生成と沈着に関する観測と 

環境影響評価              秋元 肇 （地球フロンティア）  

アイソトポマーの計測による環境物質の起源推定      

                       吉田尚弘 （東工大院総合理工学） 

アジア域の広域大気汚染による大気粒子環境の変調      

                       中島映至 （東大ＣＣＳＲ）  

化学的摂動法による大気反応機構解明     梶井克純 （東大先端研）  

メソ対流系の構造と発生・発達のメカニズムの解明        

                       吉崎正憲 （気象庁気象研） 

海洋大気エアロゾル組成の変動と影響予測            

                       植松光夫 （東大海洋研）  

熱帯林の林冠における生態圏-気圏相互作用のメカニズムの解明   

                       中静透（総合地球研）  

オホーツク海氷の実態と気候システムにおける役割の解明     

                       若土正曉（北大低温研）  

超伝導受信器を用いたオゾン等の大気微量分子の高度分布測定装置の開発 

                       福井康雄（名大院理） 

衛星観測による植物生産量推定手法の開発       

                         本多嘉明（千葉大環境リモートセンター） 

温暖化ガスにかかわる永久凍土撹乱の抑制技術    

                       福田正己（北大低温研）  

乾燥地植林による炭素固定システムの構築      

                       山田興一（信州大繊維）  

人間活動を考慮した世界水循環水資源モデル     

                        沖 大幹（総合地球研・東大生産研） 
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階層的モデリングによる広域水循環予測    木本昌秀（東大ＣＣＳＲ） 

北東アジア植生変遷域の水循環と生物・大気圏の総後作用の解明   

                       杉田倫明（筑波大地球科学） 

湿潤・乾燥大気境界層の降水システムに与える影響の解明と降水予測精度 

の向上                  中村健治（名大地球水循環センター） 

北方林地帯における水循環特性と植物生態生理のパラメータ化   

                      太田岳史（名大院生命農学） 

衛星による高精度高分解能全球降水マップの作成   

                      岡本謙一（大阪府立大院工） 

都市生態圏－大気圏－水圏における水・エネルギー交換過程  

                      神田学（東工大院理工学） 

 

１.３ 科学技術振興調整費  

 この予算は、総合科学技術会議の方針に沿って科学技術の振興に必要な重要事

項の総合推進調整を行うための経費であり、各府省の施策の先鞭となるもの、各府省

の施策では対応できていない境界的なもの、複数機関の協力により相乗効果が期待

されるもの、機動的に取り組むべきものなどで、政府誘導効果が高い場合に活用され

る。 

GPS 気象学：GPS 水蒸気情報システムの構築と気象学・測地学・水文学 

応用に関する研究   （平成９－1３年度）内藤 勲夫（国立天文台） 

風送ダストの大気中への供給量評価と気候への影響に関する研究 

               （平成 12－14 年度）三上正男（気象庁気象研） 

２１世紀のアジアの水資源変動予測     

               （平成 13－15 年度）鬼頭昭雄（気象庁気象研） 

高度質量分析技術による大気環境計測器開発  

               （平成 13－15 年度）近藤 豊（東大先端研） 

アジア太平洋地域の大気環境の改善     

               （平成 13－15 年度）指宿堯嗣（産業技術研） 

高精度の地球変動予測のための並列ソフトウエア開発に関する研究 

                 （平成 13－15 年度）杉 正人、谷貝勇（気象庁気象研） 

精密衛星測位による地球環境監視技術の開発 

                （平成 14－16 年度）津田敏隆（京大宙空電波研） 

地球水循環インフォマティクスの確立 

               （平成 15～17 年度）小池俊雄（東大工） 

 

１.４ 21 世紀 COE プログラム（文部科学省研究拠点形成費補助金） 

平成１４年度に始まった文部科学省の新規事業。我が国の大学が世界のトップレベ

ルの大学と伍して、教育及び研究水準の向上や世界をリードする創造的人材を育成

していくために、競争的環境を醸成し、学問分野ごとに世界的な研究教育拠点の形成

を重点的に支援することにより、活力に富み、国際競争力のある世界最高水準の大学

作りを推進することを目的とする。 

 ２６



 

  生態地球圏システム劇変の予測と回避   

        北大・院地球環境科学研究科（拠点リーダー 池田元美） 

  環日本海域の環境計測と長期・短期変動予測  

       金沢大・自然科学研究科（拠点リーダー 早川和一） 

多圏地球システムの進化と変動の予測可能性  

        東大・理学系研究科 （拠点リーダー 山形俊男） 

太陽・地球・生命圏相互作用系の変動学    

        名大・環境学研究科 （拠点リーダー 安成哲三） 

活地球圏の変動解明             

        京大・理学研究科  （拠点リーダー 余田成男） 

先端地球科学技術による地球の未来像創出   

        東北大・理学研究科 （拠点リーダー 大谷栄治） 

惑星学の起源と進化             

        神戸大・自然科学研究科（拠点リーダー 向井正） 

 

１.５ 科学研究費補助金特定領域研究 

対流圏化学グローバルダイナミクス 田中正之（東北工業大） 
10～ 12 年

度 

極域氷床深層コア解析による地球環境変動の復元

研究 
渡辺興亜（国立極地研） 

10～ 12 年

度 

アジアモンスーン地域におけるエネルギー・水循環 安成哲三（筑波大） 
11～ 14 年

度 

東アジアにおけるエアロゾルの大気環境インパクト 笠原三紀夫（京大） 
13～ 17 年

度 

縁辺海の海況予報のための海洋環境モニタリング

の研究 
平 啓介（東大・海洋研） 

11～ 14 年

度 

地球環境問題の解決を目指したグローバルな観点

に立った石炭利用技術の開発 
三浦  孝一（京大） 

11～ 14 年

度 

北極域における気候・環境変動の研究 藤井理行（国立極地研） 
11～ 16 年

度 

大気化学・燃焼化学における新規ラジカル連鎖反

応 
鷲田伸明（京大） 

13～ 15 年

度 

成層圏力学過程とオゾンの変動およびその気候へ

の影響 
宮原三郎（九大） 

11～ 14 年

度 

赤道大気上下結合 
深尾昌一郎（京大宙空

電波研：現生存圏研） 

13～ 18 年

度 

 

 ２７



１.６ 科学研究費補助金学術創成研究費 

海洋生命系のダイナミクス 
塚本 勝巳（東大・海洋

研） 
12～16 年度

極地氷床における物理過程の解明とそれに基づく

気候・環境変動史の高分解能解析 
本堂武夫（北大低温研） 14～18 年度
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資料２： 略語 (ACRONYM) リスト 

 

ABC      Atmospheric Brown Cloud  大気褐色雲計画 

ADEOS    Advanced Earth Observing Satellite   

                            地球観測プラットホーム技術衛星「みどり」 

AO                 Arctic Oscillation  北極振動 

CAWSES      Climate and Weather of the Sun-Earth System 

                太陽地球系の天気と気候に関わる国際共同研究計画 

ENSO       El Nino ‒ Southern Oscillation  エルニーニョ - 南方振動 

ENVISAT  Environmental Satellite  環境観測衛星 

EOS             Earth Observing System  地球観測計画 

GCOM        Global Change Observing Mission  地球変動観測計画 

GEOSS    Global Earth Observation System of Systems  全地球観測計画 

GOSAT      Greenhouse gases Observing Satellite  温室効果ガス観測衛星 

GPM           Global Precipitation Measurement  全球降水観測計画 

IPCC      Intergovernmental Panel on Climate Change  

                                      気候変動に関する政府間パネル 

JAXA          Japan Aerospace Exploration Agency  宇宙航空研究開発機構 

MAP      Middle Atmosphere Program  中層大気研究計画 

MTSAT          Multi-functional Transport Satellite  運輸多目的衛星 

PANSY    Program of the Antarctic Syowa MST/IS Radar   
                                南極中層大気観測レーダー計画 

QBO       Quasi Biennial Oscillation  準２年周期振動 

SPARC    Stratospheric Processes and their Role in Climate 

                            成層圏過程とその気候影響計画 

UNEP       United Nations Environment Programme  国連環境計画 

WCRP      World Climate Research Programme  世界気候研究計画 

WMO      World Meteorological Organaization  世界気象機関 

 

参考文献 １ 

シンポジウム「21 世紀の大学・研究所の将来像」の報告、松田佳久・他 4 名 

            （その１）：「天気」、８４５－８４９．２００３． 

            （その２）：「天気」、９３５－９４２，２００３． 

            （その３）：「天気」、 ４７－ ５３，２００４． 

 

参考文献 ２ 

「2002 年気象研連アンケートに関する報告」、中島映至 

：「天気」、８６１－８６９、２００３.  

 

（文献閲覧：http://wwwsoc.nii.ac.jp/msj/ または http://www.s-ws.net/tenki/） 
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